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○渡辺委員長 ただいまから文教警察企業常任

委員会を開会いたします。

まず、委員会の日程についてです。お手元に

配付いたしております日程案のとおりでよろし

いでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○渡辺委員長 それでは、そのように決定をい

たします。

執行部入室のため、暫時休憩いたします。

午前10時０分休憩

午前10時１分再開

○渡辺委員長 委員会を再開いたします。

本委員会への報告事項についての説明を求め

ます。

なお、委員の質疑は、執行部の説明が全て終

了した後にお願いをいたします。

○野口警察本部長 おはようございます。警察

本部でございます。

本年最初の常任委員会に当たりまして、一言、

御挨拶を申し上げます。

渡辺委員長を初め委員の皆様方には、昨年１

年間、警察業務の各般にわたりまして、格別の

御理解と御支援を賜り、厚く御礼を申し上げま

す。

本年も宮崎県警察といたしましては、組織の

総合力を結集し、県民の期待と信頼に応える強

くしなやかな警察活動を推進して、安全で安心

して暮らせる宮崎県の実現に向けて努力してま

いる所存でございます。

引き続き、御指導、御支援賜りますようよろ

しくお願いいたします。

本日は、お手元の資料のとおり、平成29年宮

崎県警察運営方針及び運営重点、それから、津

波災害からの避難誘導につきまして御報告させ

ていただきます。

内容につきましては、担当部長から説明させ

ますのでよろしくお願いいたします。以上です。

○新島警務部長 それでは、宮崎県警察の平成29

年運営方針及び運営重点について、御説明いた

します。

お配りしております資料１の１ページをごら

んください。

本年の運営方針は、主題を「県民の期待と信

頼に応える強くしなやかな警察」、副題を「安全

で安心な宮崎をめざして」としております。

事件・事故等がますます複雑・多様化する昨

今の治安情勢を踏まえ、我々警察は、社会情勢

の変化を敏感に捉え、将来の方向性を見据えな

がら、柔軟な発想やアイデアを生かした効果的

な施策を講じることのできる、強くしなやかな

組織となることが重要であります。

そのような組織体制のもと、県民の期待と信

頼に応えるための警察活動をさらに進化させ展

開しようという趣旨で、この運営方針を定めた

ものであります。

この方針のもと、具体的な取り組みとしまし

て、１ページ下段にあります事態対処事案への

迅速・的確な対応等７項目を運営重点に掲げて

おります。

それでは、各運営重点につきまして御説明い

たします。

２ページをお開きください。

まず、上段の事態対処事案への迅速・的確な

対応についてであります。

昨年は、ストーカー・ＤＶ事案など、被害者

の生命・身体に危害が加えられるおそれがあり、

早急にその安全を確保する必要がある事態対処

事案としては、宮崎県警察事態対処委員会を司
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令塔として、部門横断的な対応を図ってまいり

ました。

事態対処事案は、事態が急展開して殺人等の

凶悪事件に発展する危険性をはらんでおり、警

察の対応いかんが被害者の生命の安全を左右す

るものであることから、関係機関と連携しつつ

予断を排した的確な判断のもと、県警察の総合

力を結集した組織的な取り組みを図っていく必

要があります。

県警察としましては、本年もこの事項を最重

要課題として位置づけ、事態対処事案に対して

は、県民の皆様の生命・身体を守ることを第一

義として、各部門が連携し、迅速・的確に対処

してまいります。

次に、下段の交通事故の抑止についてであり

ます。

昨年から平成32年度までの第10次宮崎県交通

安全計画がスタートしましたが、昨年中の交通

事故は、人身事故9,015件、死者数45人、負傷者

数１万280人で、数値としては、いずれも大幅に

減少しましたが、第10次計画の抑止目標であり

ます死者数39人以下、死傷者数9,000人以下を達

成することはできませんでした。

本県の交通事故の特徴としましては、交通死

者に占める高齢者の割合が約７割と高いこと、

シートベルト非着用時や高齢運転者が加害者と

なる死亡事故が増加傾向にあること、事故原因

の約７割が脇見・ぼんやり等の漫然運転による

ことが挙げられます。

これらの実態を踏まえ、本年は、脇見・ぼん

やり等の漫然運転の追放等や、進展する高齢社

会に対応した安全対策の推進を初めとした６本

の柱からなる対策を総合的に推進して交通事故

を抑止し、安全で快適な交通社会の実現を図っ

てまいります。

次に、３ページをごらんください。

上段の総合的な犯罪抑止対策の推進について

であります。

犯罪の抑止対策につきましては、県民の体感

治安の向上に向けて総合的な取り組みを推進し

た結果、昨年の刑法犯認知件数は戦後最小とな

り、数値的にはかなりの改善が図られました。

その一方で、子供や女性が被害者となる各種

事案や高齢者が被害者となる特殊詐欺等は、依

然として高い水準で発生しているほか、サイバ

ー犯罪や悪質商法等の生活経済事犯では、社会

経済情勢の変化に伴い、新たな手口が出現して

おり、これら事犯に的確に対処していく必要が

あります。

そこで、関係機関や県民の皆様で構成される

自主的な防犯活動と連携しながら、官民一体と

なった総合的な犯罪抑止対策や積極的な取り締

まりを推進し、県民の皆様が犯罪の被害に遭う

ことのない、安全で安心な社会の実現を図って

まいります。

次に、下段の災害、テロ等緊急事態への的確

な対処についてであります。

国内各地では、火山噴火や風水害の発生が見

られ、本県では、今後、南海トラフ巨大地震等

による自然災害の発生が懸念されております。

また、昨年はバングラデシュにおける邦人襲

撃テロ事件の発生を初め、世界各地においてテ

ロが続発している情勢にあります。

我が国では、2020年に東京オリンピック・パ

ラリンピック競技大会の開催が予定され、本県

では、これを受けて合宿地の誘致活動を推進し

ているところであり、県内でのテロ未然防止に

向けて、警備諸対策に万全を期す必要がありま

す。

そこで、県警察では、災害、テロ等緊急事態
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への的確な対処を目標に掲げ、県・市町村を初

めとする関係機関・団体と緊密に連携して、大

規模災害を想定した初動対応訓練や住民参加型

の避難訓練を実施し、災害、テロ等の緊急事態

に迅速・的確に対応できるように努めてまいり

ます。

次に、４ページをお開きください。

上段の重要犯罪の徹底検挙と組織犯罪の封圧

についてであります。

重要犯罪につきましては、昨年中、路上強盗

致傷事件や持凶器強盗事件を初め、未成年者誘

拐事件などの県民に大きな不安を与えた犯罪が

相次いで発生しましたが、初動捜査と組織捜査

を徹底することで、安全安心な暮らしを願う県

民の皆様の期待に応えるための検挙活動に努め

てきたところであります。

また、組織犯罪対策につきましては、暴力団

会長らによる殺人事件の検挙を初め、覚醒剤事

件や大麻事件の検挙など薬物事犯の取り締まり

を強力に推進してまいりました。

本年も引き続き、重要犯罪の早期検挙を徹底

するとともに、六代目山口組分裂に伴う抗争事

件の封圧と県下暴力団組織の壊滅に向けた取り

締まりを強力に推進するほか、政治・行政をめ

ぐる不正や経済的不正の追求に向けた取り組み

を強化し、健全な社会の実現に努めてまいりま

す。

次に、下段の少年の非行防止と保護総合対策

の推進についてであります。

本県における少年の非行情勢につきましては、

刑法犯少年の検挙人員は減少傾向にあります。

しかし、昨年中、少年らによる集団強姦事件な

どの凶悪事件や児童虐待事案等も発生している

ところであり、少年の非行防止や保護対策を講

じていく必要があります。

そこで、本年も引き続き、少年に手を差し伸

べる立ち直り支援活動等による非行少年を生ま

ない社会づくりを一層推進するとともに、児童

ポルノ事犯を初めとする悪質性の高い犯罪の取

り締まり強化や、フィルタリングの普及促進等

の有害情報の閲覧防止対策を講じるなど、少年

を取り巻く有害環境の浄化対策を推進してまい

ります。

また、児童虐待事案や学校におけるいじめ問

題等に対しましては、児童相談所や教育機関等

の関係機関と連携を強化し、少年の保護対策を

最優先に、迅速・的確に対応してまいります。

次に、５ページをごらんください。

最後に、警察安全相談への適切な対応と被害

者支援の推進についてであります。

県警察では、県民から各種の相談を受けてお

ります。その相談件数は、ここ数年２万件前後

で推移しており、その対応の適否が、警察に対

する理解と協力に大きく影響するものと認識し

ております。

また、犯罪の被害者やその御家族・御遺族の

多くは、直接的な被害だけでなく、事件後も精

神的・経済的負担による二次的な被害にも苦し

んでおり、警察は被害者等の心情に寄り添い、

途切れることのないきめ細やかな支援を行って

いくことが重要であります。

そこで、本年も引き続き、相談者の立場や置

かれている状況を総合的に考慮し、確実な組織

対応による迅速かつ適切な警察安全相談業務を

推進するとともに、精神的・経済的支援に加え、

行政機関や民間被害者支援団体と緊密に連携し、

総合的な被害者支援活動に取り組んでまいりま

す。

以上、平成29年の運営方針及び運営重点につ

いて御説明申し上げましたが、県民の期待と信
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頼に応える強くしなやかな警察という運営方針

のもと、職員一丸となって、各種の警察活動を

積極的に展開する所存でありますので、今後と

も、御理解、御支援をよろしくお願いいたしま

す。以上であります。

○片岡警備部長 津波災害からの避難誘導につ

いて御報告いたします。

お手元に資料２、Ａ４版の小冊子の形にした

資料をお配りしております。これに基づいて報

告させていただきます。

表紙をおめくりください。ページ１でありま

す。

初めに、前回、中野委員から御質問がありま

した、中央防災会議における警察庁の役割等に

ついて、御説明、報告いたします。

国の指針として防災基本計画をつくりますけ

れども、そのために内閣府に中央防災会議が置

かれております。この中央防災会議には、国家

公安委員長が委員として任命されております。

また、中央防災会議の指定行政機関の一つとし

て、国家公安委員会・警察庁が指定されており

ます。

指定行政機関は、中央防災会議が作成します

防災基本計画に基づき、その所掌事務に関して

防災業務計画を作成しなさいとされております。

そのため、国家公安委員会・警察庁は、防災業

務計画を作成しておるところでございます。下

半分に、イメージ図を記しております。上段が

国、下段が県であります。

また、県の防災会議は、この国の防災基本計

画に基づきまして、県地域防災計画を作成いた

しますが、この県防災会議に県警察本部長が委

員として参画しております。

県警では、国の防災基本計画、警察庁の防災

業務計画、県の地域防災計画を受けまして、災

害警備基本計画を策定しているところでござい

ます。その他、災害対応マニュアル等の各種整

備を行っております。

次をお開きください。

東日本大震災の反省教訓を踏まえました重点

検討事項の結果でありますが、右側３ページ目

の上段です。東日本大震災における警察活動に

つきまして、警察庁は問題点を洗い出して７項

目に分けて検証いたしました。

①、②はそのうちの抜粋でありますが、この

ような大項目を上げて検証し、その結果を受け

まして、平成23年の11月30日に、警察庁の次長

依命通達として、警察庁は次長を長として、各

都道府県警察は警察本部長を長として、災害対

策検討委員会を立ち上げて、警察庁の示す91項

目について組織横断的な検討を実施して是正す

るべきところは是正しなさいという指示がなさ

れたところであります。

左側２ページの上をごらんください。

これを受けまして、12月13日に、宮崎県警で

は本部長を委員長とする災害対策検討委員会を

立ち上げております。また、その下に幹事会、

連絡室を設けました。

この委員会では、警察庁の指示により、平成24

年度が四半期ごとに、平成25年度が半年ごとに

検討結果を報告するよう義務づけられておりま

す。この２年間で、91項目につきおおむね検討

が終了しております。平成26年度以降は、新た

な検討事項が示された際に開催することと変更

されております。

右側３ページ目にお戻りください。中段であ

ります。

この91項目でありますけれども、大項目・中

項目・小項目に分かれておりまして、大項目の

一つに初動警察措置とあります。初動について
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の各種検討事項でありますが、その中に津波災

害からの避難誘導という赤字で書かれておりま

す中項目がございます。

その下、矢印で下に持っていっておりますが、

この津波災害からの避難誘導につきまして、①

から④について検討しなさいと指示がなされて

おるところであります。91項目の中の４つの項

目が、これであります。これにつきまして、順

次、御説明してまいります。

次のページをお開きください。

初めに、東日本大震災と南海トラフ巨大地震

の違いについて、簡単に御説明いたします。

右側、５ページの上段、表１とあります。東

日本大震災における津波到達時間であります。

一番早いところで岩手県大船渡市、赤字で記載

しております。第一波が地震発生から32分後に

到達しております。

その下、表２をごらんください。南海トラフ

巨大地震発生時の津波到達予想時間であります。

一番早いところで、赤字の日南市が14分後、一

番遅いところでも、新富町が21分後となってお

ります。

非常に限られた時間で、どれだけの命を救う

かが課題であります。そのため、一つは沿岸部

を中心とした住民の方々の危機意識の醸成、そ

れに伴う避難行動を確実にとってもらうこと、

２点目は、発生直後に勤務活動をしている警察

官が、どれだけ迅速・的確に避難誘導をできる

か、職員個々の能力の向上が課題と考えており

ます。

一段下段、表３をごらんください。南海トラ

フ巨大地震による人的被害の想定であります。

これは、最悪のケースであります。冬の深夜

に発生し、住民の早期避難率が20％の際の最悪

のパターンでありますが、死者数約３万5,000人、

特に津波による死者が約３万人、その８割が延

岡市、門川町、日向市の県北となっております。

ただし、この早期避難率を70％程度まで高め

ることにより、津波による死者数を、かなり減

らすことができるとされております。

次のページをお開きください。

それでは、４つの項目について御報告してま

いります。

①危険箇所、避難場所、経路、避難行動要支

援者等に対する実態把握であります。

中段に写真つきの絵がありますが、県警では、

各警察個人にパソコンの端末があり、各システ

ムを構築しておりますが、この中の地図情報シ

ステム上に津波避難施設のデータを取り入れて

おります。

各警察官が自分の管内を開きますと、ピンポ

イントで津波避難施設が出ておりますが、これ

をクリックしますと、この写真のとおり津波避

難施設の場所、構造、収容人数、その場所での

津波到達時間、津波の高さ等の情報が浮き上がっ

てくるようになっております。これにより、各

交番、駐在所の警察官は、自分の管内の避難箇

所等が把握できるようになっております。

また下段は、避難行動要支援者対策の一つと

しまして、日向警察署で、昨年、管内の幼稚園

や福祉施設と共同しまして、津波避難訓練を実

施した状況であります。

右側、７ページをごらんください。

項目２、津波に対する住民の危機意識の醸成

であります。

東日本大震災では、地震による道路の損壊、

停電による信号機の故障のほかに、津波の浸水

区域へ家族の安否確認のために、自宅あるいは

職場、学校等に迎えにいくという、いわゆるピッ

クアップ行動と言われておりますけれども、こ
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のため逃げる車、浸水区域に入ってくる車によ

り大渋滞が起き、逃げおくれた人々が、かなり

の被害に遭ったというふうになっております。

このため、県警では、自分の身は自分で守る、

いわゆる「津波てんでんこ」の精神であります

が、まずは逃げていただくと、その後に各家族

が事前に決められた場所で落ち合うということ

で、昨年１年間で、各警察署の防災講話を、300

回以上実施しているところであります。

また、８月１日には、県警本部と防災士ネッ

トワークとの間で、防災対策に関する相互協力

協定を結び、地域の防災力の向上に努めている

ところであります。

中段の写真は、宮崎南警察署でありますが、

災害担当の係長による住民の方々への防災講話、

下段は、日向警察署の曽根交番員によります高

齢者集会における防災講話の状況の写真であり

ます。

次のページをお開きください。

危機意識の醸成の中の実践的な避難訓練の実

施であります。

上段は、南警察署におきまして、津波避難タ

ワーを活用した避難訓練の状況であります。ま

た中段は、いわゆる夜間に発生した場合の津波

避難訓練を日向署が実施した状況であります。

下段は、ＪＲと連携しまして、地震発生のため

緊急停車した列車から乗客をおろしまして、付

近の高台に避難させるという訓練を実施した状

況であります。

右側、９ページをごらんください。

項目３、活動要領の策定及び訓練であります。

県警では、沿岸部の各交番、駐在所ごとに津

波避難誘導マニュアルを策定しております。中

段に載せておりますのが高鍋警察署、新富交番

の津波避難誘導マニュアルであります。

左側、地震発生から、ちょっと字が細くて申

しわけありませんが、津波到達予想時刻までの20

分間が勝負ということで、左側、新富交番管内

の南部を警ら中の場合は、新富町役場交差点前

に配置し交通規制に当たる。真ん中、管内北部

を警ら中の場合は、岩脇交差点に配置し交通整

理に当たる。右側、沿岸部を警ら中の場合には、

富田中学校南部交差点に配置し交通整理に当た

ることと記載しております。

また、避難誘導要領につきましては、沿岸の

ほうへ進行する車両を規制、高台へ避難するよ

うに呼びかける等々を記載し、赤字で記載して

おりますが、新富交番の場合には、津波到達予

想時間10分前には、みずからの命を守るために

指定された避難場所へ避難すると、下のほうに

３カ所に分けて場所を記載しております。

右側の地図は、このマニュアルに添付した地

図であります。各交通規制の場所、警察官自身

の避難する場所、それに浸水予想区域を色づけ

したものであります。このようなマニュアルを、

各交番、駐在所ごとに備えております。

一番下段、防災訓練の実施でありますが、停

電により信号機が故障することが考えられます

ので、各警察署では、警察官による手信号の訓

練を実施しているところであります。

次のページをお開きください。

項目４、避難誘導等に従事する警察官自身の

安全確保であります。

東日本大震災では25名が殉職、５人が行方不

明であります。前回、中野委員から御質問のあ

りました沿岸部の警察施設、交番駐在所の浸水

する施設とその勤務員数であります。左から所

属警察署、施設名、交番名、駐在所名でありま

す。浸水する深さ、勤務員数、これは全体の数

であります。ですので、実際、地震津波が発生
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したときの、実際に勤務している人員は、この

１日の人員となります。一番下に合計を記載し

ております。27施設が浸水と予想されておりま

す。そのときの勤務員数が、約38名から43名と

なっております。

右側、11ページをごらんください。このため、

津波到達予想時刻をリアルタイムで警察官に流

すということで、上段、通信指令課では、大規

模災害発生時における通信指令マニュアルを作

成し、写真のように津波情報伝達訓練等を行っ

ております。また中段、各警察署でも同様に、

独自に署員へリアルタイムに情報を流す訓練を

行っております。

一番下段であります。沿岸部の各交番等には、

ライフジャケットを配布したほか、昨年春にリ

プレース、更新しました新型の110番システムで

は、津波浸水域と活動中の警察車両及び各個人

につきまして、表示板に同時に表示することが

可能となりました。このため、避難誘導中の警

察官に対する的確な避難指示が可能となったと

ころであります。

次のページをお開きください。

署員向けの部内への教養訓練の実施でありま

す。上段は、延岡署での朝礼時の教養状況であ

ります。このほか、職員向けの教養資料としま

して、災害対策通信員の派出や警察学校の卒業

の新任に対する教養等も実施しております。

中段は交通規制対策として、その他で挙げて

おります。交通管制センターでも、大型表示板

に津波浸水のハザードマップ、信号機の故障等

の状況等が一目で把握できるように、表示され

ます。

一番下の下段は、信号機の停電対策でありま

す。可搬型の発動発電機を持っていって、信号

機復旧訓練の状況のほかに、停電した場合に、

瞬時に自家発電あるいはバッテリー等により機

能する災害対応の信号機を、県内の幹線道等を

中心に、昨年末で108基が設置されたところであ

ります。

最後であります。右側、防災講話の際に、住

民の方々に配っている資料の一例であります。

「津波避難の＋と―（たすとひく）」、高いとこ

ろに逃げる、すぐに逃げる、徒歩で逃げる、避

難する場所を決めておく、訓練に参加するとい

うものであります。これは、東海地震が危惧さ

れておりまして、防災先進県であります静岡県

警を視察した際に静岡県警が使っておりまして、

了解を得て本県でも配布しているものでありま

す。

また、左下には一時的な避難場所、その下に

広域の避難場所、落ち合う場所等を記載してい

ただいて、まずは個人個人が逃げていただくこ

とを防災講話で教養指導しているところでござ

います。

以上が、津波災害からの避難誘導についての

報告であります。以上です。

○渡辺委員長 ありがとうございました。執行

部からの説明が終了いたしましたが、報告事項

について質疑はございませんでしょうか。

○髙橋委員 まず、この平成29年の運営方針及

び運営重点ですが、警察のデータをいろいろ、

まとめるときは暦年でされてますよね。だから、

この運営方針も暦年ということなんでしょうけ

れど、何か暦年のほうが警察にとっていいのか、

ほかの行政でいくと年度じゃないですか。

データは別にしても、基本方針とか、もう少

しいろんな連携を考えたときに暦年の方針で不

都合ないのか、その辺をちょっと確認します。

○新島警務部長 不都合はございません。全国

警察、全47都道府県、いずれも暦年で運営方針
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を立て、そのもとで運営重点でやっております

ので。確かに行政は年度で動くというのもある

んですけれども、この警察の方針、重点目標に

つきましては、これまでもずっと暦年でやって

おりますし、それで不都合が生じたということ

は、私の知る限りではございません。

○髙橋委員 人事は、おおむね年度ですよね。

ただし、説明を聞きながら思ったのは、青少年

教育とか高齢者対策とかそういったところで、

連携しなくちゃいけないわけじゃないですか。

そういう意味では、そちら側のいろんな運営方

針とかあるわけで、ある意味、警察は１月から

こういう方針をつくって、何かうまくかみ合う

かなと思いながら、ちょっとお尋ねしたところ

であります。

それと、もう一点は、この運営重点が７項目

あるじゃないですか。序列はないと思うんです

が、ただ、きのうも都城で死亡事故があったよ

うですけど、ある意味、宮崎県的には、この交

通事故の抑止が、ことしの運営方針の一番だと

いうことになるのかなと。私個人は、いろいろ

説明を聞きながら考えたところで、その運営重

点に、序列があるわけじゃないということです

よね。それを確認します。

○新島警務部長 まず、序列についてでござい

ますが、今、委員が御指摘のとおり、順番はご

ざいません。並列と考えていただいて結構でご

ざいます。この７項目全てが、県警が同等に取

り組むものでございます。

○髙橋委員 はい、わかりました。

○渡辺委員長 よろしいですか。ほか、いかが

でしょうか。

○中野委員 災害についてですけれど、ＮＨＫ

で巨大クライシスとか、いろいろやってたんで

すけれど、熊本地震をテレビで見たりすると、

自助・共助・公助とありますけれど、私は、基

本的には、やっぱり自助が優先する話だと思う

んです。自助でやってもできない部分は公助で

どう補われるかという話で。それぞれ行政、警

察、自衛隊あるわけですけれども、警察も十分

なのか、ちょっとテレビ見ながら考えるんです

けれども。やっぱり避難をどうするかというこ

と、それから、もう来た後は、人命救助という

か、そういう話になる。やっぱり津波の場合、

いかに逃げるかということが、最優先だと思う

んです。

ですから、ここにいろいろ書いてありますけ

れど災害ですよ。いろいろパソコンなど情報シ

ステムが書いてありますけれど、果たしてそれ

が、災害が起きた後に十分使えるかという保証

はないわけで。要は、そういうときどうするか

という話もあるわけですけれども、とにかく、

警察官も30人が東北で亡くなっているし、それ

らも含めて、まだ教訓というのは、いろいろあ

るなと思うんです。

テレビのＮＨＫスペシャルを見ていると、マ

ニュアルどおり行ったところが災害を受けたり

とか、そこの判断でマニュアルと違うところに

行ったところが、電車も助かったとか、そうい

う事例がいっぱいあるんです。

要は、やっぱりそこそこの、お巡りさんの判

断というのが優先するかなと思うんですけれど

も。どっちにしても、この100％ということはな

いわけで。ないということは十分わかってます

けれど、やっぱりこの教訓っていうと、まだい

ろいろあると思うので、その教訓にのっとって、

しっかり津波対策を。

警報が鳴ってから津波が来るまでで、90％決

まると思っておりますけど、そこら辺に重点を

持って、しっかり頑張ってもらいたいと思いま
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す。

避難訓練なんか、最近いろいろ出てますけれ

ども、やっぱり、そういうのをどんどんマスコ

ミに出して。地震が来て、もう５年か６年か、

警察のほうもこんな資料を初めて見ましたけど。

ぜひ、そこら辺、啓発も含めて、防災訓練なん

かというのは、単なる危機意識を高めるための

宣伝かなと思っております。ぜひそういうこと

で、まだまだ教訓はあると思いますから、交通

規制をどこまでするかというのが大事じゃなく

て、交差点にとって先が詰まれば規制が、交通

整理なんか何もできないわけですから、そこら

も含めてしっかり、またそういう中身について

は、委員会とかで、どんどん出してください。

○緒嶋委員 「たすとひく」という言葉、なか

なかそのとおりだと思うんです。やはり津波は、

いつ、何月何日ごろ来るというのがわかっとれ

ば対策は立てやすいが、それが全然わからんの

で、そのためには、この個人意識の醸成という

ことが、個人として、住民としては一番重要な

こと。

そのための訓練をされているだろうと思いま

すが、あくまでも対策会議じゃなくて行政がや

るべきこと、警察がやるべきこと、消防がやる

べきこと、自衛隊がやるべきこと、いろいろあ

ると思って。お互い立場とか、そこら辺の連携

をとりながら、個人の危機意識の醸成をどう図っ

ていくか。

それで、この防災対策のリーダーシップは、

どこがとるということになるんですか。

○片岡警備部長 警察の防災対策ということで

すか。

○緒嶋委員 いや、全体的なもの。警察は警察

でやるという、総合的な防災をやらないかんわ

けですよね。だから、出動にしても、やはり自

衛隊も警察も消防も出てほしい。行政の総合的

なリーダーシップというのは、知事がとるんで

すか。

○片岡警備部長 防災計画に基づきますと、県

が頭をとるというふうになっておりますし、ま

た、前回の熊本地震等の反省も受けまして、警

察としては、現地に行った場合には現地指揮本

部調整所なるものを設けて、各機関、消防、自

衛隊、いろんな行政機関とも連携をとりながら

指揮調整をする場所を設けなさいというような

指示も受けているところでございます。

○緒嶋委員 それは具体的に、その地区ごとに、

誰がそこで総合的な調整をやるかというのは、

もう決まっておるわけですね。

○片岡警備部長 最終的には県がとることにな

ると思いますけれども、その場その場の現場に

よりまして、いない場合もあれば、警察が大挙

して来てれば、どうしても警察がリーダーシッ

プをとる場合もありますけれども、最終的には、

県が頭をとって調整してやっていくことになろ

うかと思います。

○緒嶋委員 そのあたりも、訓練として徹底し

てやっておかんと、いざというとき何が起こる

かわからんわけです。そのときの対策を、ブロッ

クごとに、ある程度、極端に言えば市町村ごと

にでも、そういうものの機能をいかに発揮する

かというのが、防災の基本になるんじゃないか

なという気がするわけです。

住民参加で意識醸成をするのも必要だけれど、

そういう全体をいかに機動的に動かすかという

訓練を、行政機関、警察も消防も自衛隊も含め

て、日ごろ、そういう机上訓練も必要じゃない

かなと思って。そういうことはやっておられな

いんですか。

○片岡警備部長 現地を設定しての訓練は、
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ちょっと承知しておりませんけれども、県の災

害対策本部の設置訓練には、自衛隊、県消防等

も入って、危機管理課、危機管理統括監がいらっ

しゃいますけれども─リードして、訓練をや

るというような図上訓練等は実施しております。

○緒嶋委員 これは危機管理の関係もあって、

ここだけの問題じゃないと思うんで、ちょっと

それぞれのところで、我々もいろいろ申さなけ

ればならんかなと思うところです。

それと、これだけ南海トラフとか熊本地震や

ら、いろいろありますと、これだけ運営重点の

７項目をやり、またこのいろいろな防災対策、

南海トラフ対策を考えた場合に、警察の重点項

目を行うための組織そのものの改編というか、

そういうものは当面考えておられないわけです

か。何か改編されたとか、こういう重点を決め

られた上で、組織を一部動かしたとか、やはり

重点的に取り組むために何らかの調整をしたと

かというのはないわけですか。

○新島警務部長 来年度に向けまして、今、組

織改編の作業を行っているところでございます。

○緒嶋委員 具体的には改編があるというふう

に見ていいわけですか。

○新島警務部長 大きな改編ということではご

ざいません。県警本部には、警務部、刑事部、

生活安全部、交通部、警備部と、あと情報通信

部とあります。この部門そのものは引き続きそ

のままですが、今回のその運営方針、運営重点

に基づきまして増強したりとか、あるいは新た

な組織づくり、人員の重点配置ということを考

えて、今、作業をしているところでございます。

○緒嶋委員 国のほうも、テロ対策のほうがど

うなるかわかりませんけれども、やはり世界的

な中で東京オリンピックもあるわけで、世界の

流れの中で、日本のそういう警備体制も含めて、

どうやるべきかというのは、当然考えとかんと

いかんわけですね。

そうなれば宮崎県も、これは警察庁からの指

令もあるかもしれんけれど、何らかの対策は当

然とっていくべきだと思ってる。

だからそこら辺は、まず将来というか、先に

向かっての展望を考えながら進めるというのが、

私は行政だと思いますので、改めるというか改

編するときは改編するというような、それこそ

しなやかな警察であるべきだと思うんですが、

私の認識というのは間違っておりますか。

○新島警務部長 緒嶋委員のおっしゃるとおり

でございます。

世界情勢だけではなく県内の情勢もそうです

けれども、社会が変われば、警察のほうもそれ

に見合うような形で、ことしの方針に書いてあ

りますように、しなやかに臨機応変に対応して

いく必要があると思いますので、固定化、これ

までの通念にとらわれることなく、硬直化した

組織になることのないように、新たな事象、県

民の安心安全を守るために、しっかり柔軟に対

応していきたいと思っております。

○渡辺委員長 よろしいですか。ほか、いかが

でしょうか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○渡辺委員長 それでは、その他で何かござい

ますでしょうか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○渡辺委員長 よろしいでしょうか。

それでは、以上をもって、県警察本部を終了

いたします。

暫時休憩いたします。

午前10時45分休憩

午前10時49分再開
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○渡辺委員長 委員会を再開いたします。

本委員会への報告事項について説明を求めま

す。

なお、委員の質疑は、執行部の説明が全て終

了した後にお願いをいたします。

○四本教育長 教育委員会でございます。よろ

しくお願いいたします。

初めに、おわびを申し上げます。

今月初めに、特別支援学校の教員が、個人情

報を保存した業務用パソコンを自宅に持ち帰り、

紛失をするという事案が発生をいたしました。

県議会を初め県民の皆様の信頼を大きく裏切る

こととなりましたことを、心からおわびを申し

上げます。

事案発生後、すぐに全県立学校に対して、校

務用パソコンの管理の徹底について文書で通知

するとともに、臨時の校長会を開催いたしまし

て、管理体制のあり方などを改めて徹底するよ

うに指示をしたところであります。

県教育委員会といたしましては、今後とも、

学校における情報管理の徹底に努めまして、本

県教育の信頼回復に努めてまいりたいと思って

おります。

また、教職員の交通法令等の遵守につきまし

ては、日ごろから厳しく指導をしてきていると

ころでありますが、１月19日に宮崎市立中学校

の教諭が、酒気帯び運転による物損事故を起こ

しましたことは、まことに遺憾でございます。

県議会を初め県民の皆様の信頼を大きく裏切

ることとなりましたことを、心から申しわけな

く思っており、重ねて、深くおわびを申し上げ

ます。

今後、事実関係について詳細に調査をいたし

まして、厳正に対処してまいります。

ここから座って説明をさせていただきます。

本日は、お配りしております文教警察企業常

任委員会資料の表紙をめくっていただきまして、

目次にありますとおり、12月の常任委員会の際

にお求めのありました、みやざき小中学校学習

状況調査の結果と活用につきまして、また、昨

年度の本委員会で、宮崎県美術品等取得基金の

活用について御意見をいただきました。それで、

関係条例を改正いたしましたが、同基金を活用

した美術品収集について、現在の状況を御説明

させていただきます。

詳細につきましては、担当課長が説明いたし

ますので、よろしくお願いをいたします。

私からは、以上であります。

○金子学校支援監 資料１ページをお開きくだ

さい。

事前にお求めのありました、みやざき小中学

校学習状況調査の結果と活用について、資料を

作成しましたので御説明をいたします。

まず、Ⅰの、みやざき小中学校学習状況調査

の概要と結果についてであります。

１の実施の概要をごらんください。

調査目的にありますように、本調査は、県内

の公立小中学校等における児童生徒の学習の定

着状況を把握・分析し、その結果をもとに、学

校における学習指導の充実・改善に役立てるこ

とを目的に実施しているものであります。

本年度の実施期日は、９月５日、６日の２日

間で、小学校５年生と中学校２年生の約２万人

を対象に実施しております。

調査の対象校は、市町村立小中学校、県立中

学校及び中等教育学校、特別支援学校、宮崎大

学の附属小中学校であります。

２の調査結果をごらんください。

表には、調査した教科の各教育事務所ごとの

平均正答率と、県全体の平均正答率が載せてあ
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ります。

まず、左側にあります（１）小学校５年生の

状況について、各教育事務所間の差を見ますと、

国語については事務所間の差が１ポイントであ

りますが、社会・算数・理科につきましては、

教育事務所間の差が最大２ポイントになってお

ります。

次に、右側にあります（２）中学校２年生の

状況では、国語、社会につきましては、教育事

務所間の差が１ポイントでありますが、数学・

理科・英語につきましては、事務所間の差が最

大４ポイントとなっております。

続きまして、２ページにあります、３、教科

ごとの状況をごらんください。

このグラフは、平成25年度と28年度の調査を

比較したもので、横軸が何％正解したかという

正答率を、縦軸が正答した児童生徒の数を示し

ております。

上にあります小学校国語のグラフを見ていた

だきますと、破線で示しております平成25年度

に比べ、実線で示しております平成28年度は、

正答率が80％を超える─下のほうに数字が

入っておりますが─上位層が、やや増加して

いる状況にあることがわかります。

下にあります小学校算数では、平成25年度に

比べ、平成28年度は、正答率が40％を下回る

─左側のほうになりますが─下位層の割合

がふえている状況にあります。

右側の３ページにあります中学校のほうをご

らんいただきますと、国語、数学ともに、平成25

年度に比べ、平成28年度は下位層の割合がふえ

ている状況にあります。

このような県全体の学力の分布状況を、市町

村や学校に示し、特に下位層がふえている教科

について、子供たちの学力を底上げしていくと

いう視点で、授業改善を図るように指導してい

るところであります。

４ページをお開きください。

次に、Ⅱの市町村への提供資料についてであ

ります。

１、市町村の順位及び県平均との差の経年比

較をごらんください。

調査結果につきましては、ここにありますよ

うに、各市町村ごとに市町村順位や県平均との

差を経年比較した資料を作成しまして、市町村

教育長に対し、学力の状況について説明をして

おります。

次の５ページのほうをごらんください。

２、全国学力・学習状況調査と、みやざき小

中学校学習状況調査の関連を図った分析につき

ましては、小学校６年生のときの全国学力・学

習状況調査の結果と、同一集団、すなわち同じ

子供たちが２年後に受けた、みやざき学習状況

調査の結果を比較分析した資料であります。こ

のような資料を作成し、市町村に示していると

ころであります。

グラフの見方につきましては、例えばこのグ

ラフの実線の数学Ａ・Ｂを見ていただきますと、

平成26年度の小学校６年のときは、全国調査で

県平均を下回っていた集団が、平成28年度の県

の調査では、県平均を上回っており、学校の学

力向上の取り組みが効果的であったと言えると。

また逆に、破線の国語Ｂにつきましては、小

学校６年生のときより、県平均との差がマイナ

スになっていることから、市町村や学校に対し、

学力向上対策の必要性について説明をしている

ところであります。

６ページをごらんください。

この資料は、12月の常任委員会でお示しした

ものでありますが、全ての学校が共通して取り
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組む学力向上対策として、市町村や学校に示し

ているものであります。

各学校で今後取り組んでほしいこととしまし

て、１つに、各学校が学力分析をしっかり行い、

実態を把握すること、２つに、４つのチェック

ポイントをもとに、児童生徒がわかる・できる

授業を展開すること、また、組織的な学力向上

対策を進めること、３つに、日々の授業改善に

つながる校内研究へ改善を図ること、これら３

つの視点で学力向上対策を進めていくよう、学

校に対し指導をしているところであります。

最後に、７ページのⅢの、みやざき小中学校

学習状況調査の今後の予定をごらんください。

１、調査対象学年の拡充につきましては、平

成29年度から、調査対象学年に小学校４年生と

中学校１年生を加えまして、６年間の経年で児

童生徒の学力の推移を把握できるようにしてま

いります。

２、調査内容の変更につきましては、小学校

は国語、算数、中学校は国語、社会、数学、理

科、英語、─中１は英語を除きます─これ

で実施いたします。

３、新たな集計システムと分析システムの構

築につきましては、児童生徒の学力の推移を経

年で把握することができるよう、また、調査実

施後に、即座に学校独自の分析や実態把握がで

き、学力向上対策に向けた授業改善や、組織的

な取り組みを迅速に進めることが可能になるよ

う、現在、新しい集計システムの構築を進めて

いるところであります。

今後も、全国学力・学習状況調査と同様、市

町村と一体となった取り組みを進めるとともに、

積極的に学校現場へ出向いていって、実効性の

ある学力向上対策に全力で取り組んでいきたい

と考えております。説明は以上です。

○恵利生涯学習課長 資料８ページをお開きく

ださい。

宮崎県美術品等取得基金を活用した美術品収

集について、御説明をいたします。

１の経緯でありますが、約３億円の基金につ

いて、昨年度、定額運用型基金から積立取崩型

基金に条例を改正いたしました。

作品収集は美術館の中核的業務であり、これ

までにも継続的に行ってきておりましたが、特

に本年度は、美術館職員が国内各地に出向き、

多くの時間をかけて作品の情報を集めてきまし

た。

その成果として候補作品が見つかり、昨年11

月に実施した美術作品等収集審査委員会で、候

補作品の収集について審議した結果、収集が妥

当だとの意見を得ました。

２の収集予定作品につきましては、郷土出身

作家の彫刻作品を２点、価格は1,000万円程度と

なります。

３の収集理由につきましては、この作家は我

が国を代表する彫刻家の一人であり、専門家か

らも高く評価されております。また、郷土出身

作家として貴重な存在であり、本県が全国に先

駆けて調査研究を進めるべき作品であると考え

ております。

４の収集後の活用方法につきましては、例え

ば、今回収集する作品と、他の美術館が所有す

るこの作家の作品を集めた展覧会を実施したり、

この作家を招聘し、講演会や美術教室などを実

施したりすることを考えております。

５の予算につきましては、２月補正予算に計

上する予定でございます。

６の今後の収集計画につきましては、本館の

コレクションを補完する作品で、特にシュルレ

アリスムの作家作品などの調査を引き続き進め
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る予定であります。

また、他の本県出身や本県にゆかりのある作

家の作品について調査を進めるとともに、この

作家の収蔵していない作品につきましても、引

き続き収集を検討していきたいと考えておりま

す。

なお現在、補正予算の編成中でありますので、

詳細につきましては、２月補正予算に係る常任

委員会で改めて御説明をさせていただきたいと

考えております。以上でございます。

○渡辺委員長 ありがとうございました。執行

部の説明が終了いたしました。

報告事項についての質疑はございませんで

しょうか。

○中野委員 学力調査についてですけど、29年

度から小４、中１を入れるということになった

わけですよね。今までは小５と中２か、それと

全国でやっとったわけですよね。問題は、全国

学力テストは、文科省が恐らくつくる話。それ

から、宮崎のやつは宮崎の教育委員会で試験項

目をつくる話。今まで、国の全国学力調査と宮

崎県がやってきた学力調査の平均点は、どんな

状況になってますか。

○金子学校支援監 基本的に、全国学力・学習

状況調査に準ずるような形で、みやざき学力調

査のほうも実施しておりますので、おおよそ同

じぐらいの平均点になるところを目指している

んですが、毎年毎年問題が変わりますので、あ

る一定レベルから高くなったり低くなったりす

ることはあります。おおよそ60点程度で推移し

ていると思います。

○中野委員 去年も全国学力テストの平均点数

とったのは小６の国語Ａだけ、１科目だけでしょ

う。ということは、全国と宮崎が独自でやって

おる平均点数というのは、差があると思うんで

す。これ、どれぐらいあるか、それはもう 0.何

ぼか１か２とかいう話かもわからんけれども。

○金子学校支援監 委員がおっしゃいましたと

おり、国語Ａにつきましては全国レベルにある

と思うんですが、ほかの科目等につきましては、

若干下回っておりますので、本県のこのみやざ

き学力調査の結果よりは、やはり全国のほうが

やや高い位置にあると思います。

そういう面では、私たちの問題も、ちょっと

工夫して作成しなければいけないということで、

毎年検討はしております。

○中野委員 だから、そういうふうに問題が違

うから、平均点数も違うということですよね。

最終的には、宮崎で行っているやつがよくなり

ましたよという話になれば、ちょっとやさしい

問題出せばいいわけで。それはそれで、やっぱ

り全国レベルの基準に対してどうなるかという

ところに、最終的には持ってこないと、この県

内学力調査が上がりましたよっていったって、

それはもう自画自賛の話だと私は思っている。

ですから、県内の学力を向上するために、今

回、来年学年もふやしましたって、要はその結

果をどうやって使うかということ。問題は、そ

れをどう使うかということを考えないと何にも

ならん。

要は、こういうことをやって全国レベルが上

がりましたという話にならんと、結果的には何

にもならんと思ってる。

私は今度、自民党で東諸県の全戸に、市町村

ごとに学力テストがこういうふうに出るように

なりましたよっていうのを全部入れて、ちょっ

とずつ啓発していこうかなと思ってる。

ぜひ、そういうことで、要は使い方を、やっ

ぱり学校の校長先生にしっかり意識を持っても

らわんと、教育長、大変よ。１万人おる教師
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─１万人もおらんか、学校ごとにやるっていっ

ても。そういうことで、ぜひ結果を出してくだ

さい。

○金子学校支援監 今、おっしゃいましたとお

り、いかに使うかというのは、本当にこの学力

調査の目的でもありますので、全国学力調査に

つながるような取り組みを、この結果を生かし

てやっていきたいと考えております。

○緒嶋委員 学力、英語でも中学は65点と４点

差があると。これ、４点差があるということ、

我々はどのぐらい学力の差があるかわからんわ

けです。数字ではわかるけれど、点数でわかる

その４点差というのは、能力としては、学力と

してどの程度、どれくらいの差があるわけです

か。

○金子学校支援監 ４ポイント差ということで、

結構、英語は一番大きな差ではあるんですが、

問題でいきますと１問できたかできないかぐら

いの差ですので、それほど大きな差ではないん

ですが、数字であらわすとこういう形になりま

す。

ただ、やはり見ますと、どの教科に問題があ

るかというのが見えてきますので、そこを生か

した取り組みを市町村なり各学校が取り組んで

いくというところに、このデータを使う目的が

あるんじゃないかと思います。

○緒嶋委員 これはもう、各市町村には、十分

伝えてあるということですので、どういうふう

に市町村で対策を立てたとか教師との連携をど

う図ったとかいう報告は、教育委員会には上がっ

てこないんですか。

○金子学校支援監 こちらのほうから伝えまし

たデータを各市町村ごとに、それをどう生かす

かということで取り組んでいただいているんで

すが。例えば報告をいただいている中では、校

長さん方、あるいは学力向上担当者と一緒に対

策を検討したとか、市町村が分析した結果を全

ての学校に伝えたというようなことで。要する

に、例えば、今５年生で受けた子供たちが、来

年、全国学力調査を受けますので、どういった

ところが課題だったのかをしっかり分析して、

現在取り組んでいるところだと思います。

○緒嶋委員 そうやけれど、また、それを教育

委員会まで返してもらわないと、伝えただけな

ら、それは対策にならんです。それを受けて、

どうその学校が対策を立てて、こういうことで

実施しているというようなものまでフィード

バックせんと、やれって言うだけじゃ意味はな

いんじゃないですか。

○金子学校支援監 昨年の反省で、市町村との

連携というところがありましたので、ことしは

市町村連絡協議会というのを年間３回ほど実施

しまして、その中でこの結果も分析して、例え

ば他の市町村ではこんな取り組みをしてますよ

というようなことを他の市町村にもフィード

バックして、そういったところを補うような会

を実施して、双方向で情報交換をしているとこ

ろであります。

○緒嶋委員 いずれにしても、いい方法を使っ

て学力を上げるというのが目的だから、その目

的に沿うためには、どういうことをやるかとい

うのは、それは当然学校が一番考えないかんこ

とで、そこら辺を県の教育委員会がうまく指導

をするというのが、教育委員会の使命だと思う

ので。そのあたりをやることによって学力を上

げ、またその中で教職員の配置等もどうあるべ

きかも教育委員会で考えることで、全体の学力

を目に見える形で上げるというふうに、ぜひ努

力してほしいということを要望しておきます。

○髙橋委員 ５ページのサンプルの関係で、今、
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説明があったと思うんですが、数学Ａ、数学Ｂ、

国語Ａ、国語Ｂ、まずは初歩的な、この違いを

簡単に説明いただけませんか。

○金子学校支援監 基本的な内容につきまして

は、全国学力調査と同じような方向性で作成し

ております。

Ａにつきましては、基礎的・基本的な知識・

技能の定着を図るもの、知識・技能というもの

に対して、Ｂ問題につきましては、その知識・

技能をどう活用するかという活用する力を見る

ような問題で作成してあります。

○髙橋委員 わかりました。この５ページのサ

ンプルの同一集団比較というのは、学校名は明

らかにしなくていいんですが、実際の事実のデ

ータですよね。

それで数学Ａとか国語Ａ、数学Ｂは右肩で伸

びて、国語Ｂだけ下がっているということにな

ると、やっぱり大規模校だったら教科の担任の

先生がいっぱいいらっしゃるから余り話題にな

らないんでしょうが、小規模校になると、１人

の先生が国語の担当になっているから、なかな

か学校の担当の先生にそういったいろんな指導

が行き届くのか─行き届くようにされている

とは思うんですが、これ、どういうふうに見た

らいいのか。

人の問題だから、言いにくい面もあるけど、

教師力ですよね。こういったところを、どう皆

さん方が分析といいますか教育委員会サイドで

どういうふうに検討されているのか。

○金子学校支援監 各学校で学力向上に関する

研修というか主題研修・研究というような形で

取り組んでいただいているところがほとんどな

んですが、教科部会を学校で充実するものもあ

りますし、県の教育委員会では、ことし中学校

の先生方を集めまして、教科の研修会を夏休み

に実施しております。

そのときには、ここに出てきているような課

題等を伝えて、どうしたらこういう課題を解決

できるか、そういったものを一緒に検討してお

ります。

○髙橋委員 先生たちの士気を上げる指導が大

事でしょうから、そういったいろんな研修会を

積み重ねていただいて、子供を伸ばすためには、

その教える教師も伸びる、そういったことだと

思うので、よろしくお願いしたいと思います。

○中野委員 ２点。今、校長先生の１校の在任

期間、平均何年ぐらいですか。

○西田教職員課長 原則３年としておりますが、

２年から３年というのが、大体、異動の……。

○中野委員 例えば、原則２年、３年じゃ、こ

この学校の学力を上げようっていったって、１

年目は種まきをして、じゃあ２年目すぐ刈り取

れるかというと、できんよね。教育長だって、

１年目行って、最低３年いて、やっと芽が出る

かどうかという話で。やっぱり校長先生はそこ

に最低でも３年、そんな人事をやるべき。２年

じゃ何の改革もできんよ。

いろんな予算つけて、次またするっていったっ

て、校長先生の２年というのは、これはやめて

もらいたいです。

それと、もう一つ、例えば定年前２年ぐらい

校長先生をするとか、そういうのはどうなって

ますか。

○西田教職員課長 定年前の校長先生方、58歳

でも現状としてはなっております。59歳も、年

に１人いるかいないかぐらいですけれども、若

干なっているような状況であります。

おっしゃるように、できるだけ３年いるとい

うのが、改革をする上では重要だと思いますの

で、そこについては努力していきたいと思いま
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すが、採用年齢が大分上がっているものですか

ら、なかなかタイミングが合わないという現状

もあるというところです。

○中野委員 トランプじゃないけれど、やっぱ

り従来の実力本位のそういうことをやっていか

ないと、迷惑をこうむるのは、そこの児童や。

やっぱりそういうことで、人事も含めて、研修

会なんていうのは、今はネットの時代だし、や

る気があれば自分でできると思う。ぜひ、その

人事も考えてください。

それともう一つ。私は、ちょうど今小学校３

年の子の宿題を見るけど難しいわ。こねくって

あって、まあ、いいけれど。

それで、小学校を含めて、父兄としては自分

の子供が行っている学校の点数というのか、そ

ういう評価というのがどれぐらいあるのかは知

りたいよね、知る権利があると思う。じゃあ、

ＰＴＡを通じてそこら辺を、具体的じゃないけ

れどもある程度教えてくれっていってきたらど

うなるかな。だめですという理由はどうなるか、

そういうことも含めて、ちょっと考えてもらっ

とったほうがいいかなと思うんです。私は知る

権利があると思う。

○金子学校支援監 毎回、公表については話題

にしていただいておりますが、市町村等に対し

ましては、県のほうからも積極的な公表をお願

いしております。

ただ数字とか順位とかの単なる公表ではなく

て、中身の現状というか、そういったものをしっ

かり伝えて、どんな対策をしているのかという

ことを、保護者に伝えるような公表になります。

市町村におきましても、各学校に対してそう

いった具体的に保護者に学校の状況とか、今、

どういうところに力を入れているんだというよ

うなことをいろんな方法で伝えて協力をしてい

ただくような体制ができつつあるのではないか

と思っております。

○中野委員 いいことを聞いた。じゃあ、どこ

まで発表するかというのは、市町村の判断でい

いということ。

○金子学校支援監 そういうことになります。

○中野委員 例えば全国何番でしたとか、そこ

まで言ってもいいわけやな。

○金子学校支援監 全国の順位というのは、基

本的に出しておりませんので。

○中野委員 そのとき宮崎の平均はこれでした

というのは、市町村の権限としては言えんとい

うこと。

○金子学校支援監 県の平均につきましては、

一応示しておるんですけれど。

○中野委員 ごめん、今のは訂正。例えばこれ

でいくと、この間のやつもそうだけれど、町村

ごとの順位が出るじゃないですか、それは、市

町村の判断で出してもいいということかという

こと。

○金子学校支援監 基本的に順位の公表はして

おりませんので、順位だけの単なる公表はでき

ません。

○中野委員 いやいや、だから公表はしないと

いうけど、今回、県内のテストやけれど４ペー

ジに何々町の順位が出てるわ。この順位を市町

村の判断で、うちはこれぐらいでしたというの

を、市町村長が言ってもいいかどうかという話。

○金子学校支援監 ４ページの資料につきまし

ては、県のほうが作成しまして市町村に提供し

た資料なんですが、市町村が、自分のところだ

け他に影響を及ぼさないような形で公表するの

であれば、可能ではないかと思います。

○中野委員 わかりました。

○有岡委員 ６ページの今後取り組んでほしい
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ことでお尋ねいたします。チェックポイントの

２番に理解が不十分な子供に対する補充指導の

場が確保されているかというような表現があり

まして。先生方、いろんなそういうアイデアを

持っていらっしゃると思うんですが、なかなか

それを、学校の経営上の提案をするとかアイデ

アを出すということが難しいんじゃないかって

いう気がするんです。

そういった意味で、例えば先生方同士で教育

研修センターを取り込んで勉強会をするような

取り組みもありますし、例えば高千穂高校に行

きましたら、剣道部の部室に小学生が来て、小

学生が勉強しているのを先輩が教えてらっ

しゃったり、あと週１回、部活動がお休みのと

きには勉強に取り組むとか、例えば学校を開放

して、スポーツ少年団の前の時間を教室で勉強

させるとか、以前にあってたんですが。そうい

う一つ一つのいろんな事例を明示して、こうい

う取り組みをよそでやってますがいかがですか

とか、学校に提案をする形のほうが、その中で

うちの学校ではこんなことができるんじゃない

かとか、そういうものであってほしいなと思う

んです。

ですから、それぞれ学校で検討するでしょう

が、アイデアが出しやすい環境をつくって、そ

の経営上に生かしていただくようなことをされ

ると、そういう環境整備はできるのかなと思い

ますので、その提案はいかがでしょうか。

○金子学校支援監 まさしく、そういう具体的

な指導というか、そういったものを私たちは心

がけていかなければいけないなということで考

えておりまして。特に、重点支援校を中心とし

た学校訪問等については、そういう他の学校の

いい取り組みを紹介させていただいたり、ある

いは、この間は研究主任という学力向上の中心

の役割を担う先生方に、県の方針とかいろんな

情報を提供したところであります。

○髙橋委員 ちょっと関連で、何年前でしたか

山田中学校に調査に行ったときに、地域の教師

のＯＢとか、あるいはあそこは高専があります

よね、あるいは高校生まで入っていたかどうか、

ちょっと記憶にありませんが、そこがボランティ

アで夏休みに来てくれているんです。ちょっと

授業がわからない子たちを教えてくれている。

ただ、あんまり県内でそういう取り組みが聞

こえてこないもんだから、私の地元でも、そう

いうボランティア活動をやっている動きが聞こ

えてこないもんですから、県内の現状をつかん

でらっしゃる範囲で教えていただくとありがた

い。

○金子学校支援監 先ほど、幾つか例を挙げて

いただきましたが、各市町村、各学校、いろん

なそういう工夫を現在しております。

例えば、夏季休業中の補充学習等につきまし

ては、社会人のボランティアを活用した取り組

みとか、あるいは教職経験者の方とか大学生、

大学院生、場合によってはその中学校を出た高

校の子供たちが、その学校に行って指導する取

り組みとか、あるいは、例えば市町村が塾の講

師を招いて指導しているとか、日南市の場合で

いきますと大学院生の活用とか、あるいは高校

に中学生を招いて補充学習をしてくださるとか、

そういった取り組みが各地で行われております。

○恵利生涯学習課長 生涯学習課に関連する、

延岡市に「はげまし隊」という、旭化成を退職

された方々を中心にした団体さんがいらっしゃ

いまして、延岡市、日向市、そういうところを

中心に、理数系の学習支援、授業に入られてア

ドバイスをしたり、わからない子に、個別に指

導というんですか支援というんでしょうか、お
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手伝いをされるという活動が、かなり広がって

おります。

また、髙橋委員の日南市の中でも、放課後子

ども教室とか、放課後に子供の安全安心を確保

するボランティアの方々はいらっしゃるんです

が、県内どこでもそうなんですが、そういう団

体さんは宿題の支援、集まっている子供たちに、

放課後、きちっと宿題を教えてあげたり、学習

環境を整えるという活動もされていらっしゃる

のが現状でございます。

○髙橋委員 先ほどの教科ごとの状況で分析し

たグラフで、いわゆる下位層がふえているとこ

ろが非常に心配です。やっぱり、ここを改善、

上げていくということが県全体の平均を上げる

ことになるわけですが、下位の子たちを何とか

伸ばすための、学校内での運営といいますか、

限界だと思うんです。だから今、生涯学習課長

も説明いただいたように、そういった県内の取

り組みを、いろいろ機会あるごとに広めていっ

て、それぞれの学校が地域をひっくるめて学力

向上に取り組んでいただく機運を高めていただ

くとありがたいです。

○中野委員 けさの宮日を見てたら、学校の先

生の残業時間が60時間って書いてあった。中身

はちょっと見てないけど。

それで学校の先生を見てると、毎日小学校の

場合は連絡帳、これも大変だなと思うんだが、

毎日持って帰るところを見ると、休み時間とか、

だから残業してつける話じゃない。それと、プ

リントは印刷物でテストの問題つくるわけで、

あとは点数つけ。そんなことを考えると、何で

そんな残業時間が多いのか、学校で勉強するの

か、そこら辺もちょっと。授業と関係ない残業、

いろんなことが多いのかなと思ったり。小学校

の先生を対象に考えると、残業の項目が思い浮

かばんのですけれど、次、ちょっとそこら辺の

残業時間を含めた調査を、どんな内容かを。

○西田教職員課長 今の御質問に関して、平成27

年の２月になりますけれども調査をいたしまし

た。全体の残業時間の小・中・県立学校の平均

が、約130分というような形になっております。

中学校、高校で多いのは、やはり部活動が多

くて、あと小学校の先生方については教材研究

と授業の準備とか成績の処理とか、そういうよ

うな時間が多くなっております。

○渡辺委員長 よろしいですか。

○中野委員 なら、まあいいです。

○緒嶋委員 美術品の取得基金だけれど、これ

は、私もいろいろ思いがあってお願いしたんで

すが、これは何年ぶりに取得することになった

のか。

○恵利生涯学習課長 平成14年度が最後でした

ので、基金を使った取得は14年ぶりになります

か、15年度から基金は使っておりませんので。

○緒嶋委員 これは休眠貯金みたいなものだっ

たけれど、この基金の３億円の金利は財政課が

取り上げたのかな。

○恵利生涯学習課長 ３億円の金利というのも

生じてきたわけですけれども、定額ですので３

億円にしとかなくちゃいけないということで、

一般財源のほうで有効に利用されたんではない

かなと思っているところでございます。

○緒嶋委員 わかりました。いずれにしても、

それこそ有効に活用せないかんわけで。それで、

重要な郷土出身作家という、重要なというのは

どういう意味があるのかなと思って。ちょっと

意味がわからんけれど。

○四位美術館副館長 郷土出身作家は、さまざ

まいらっしゃいますけれども、例えば重要なと

いいますと、本県で言えば瑛九という芸術家が
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おられます。この方が、日本の現代美術のあら

ゆる美術表現を先んじて取り上げられた方とい

うことで─基本、美術館のほうには4,000点ほ

ど、作品や資料がございますけれども、そのう

ちのほぼ４分の１が瑛九に関するものといった

ようなことで、これはもう間違いなく重要な作

家ということになります。

こういう瑛九、あるいはその瑛九の周辺の作

家の方々とか、それから現代において、美術の

世界で本県出身の方で、活躍をし始めておられ

るような方も数々いらっしゃるので、そういっ

た方々の活躍の状況を見ながら、これは将来に

わたって県立美術館として、ちゃんと支援して

いくべき、残しておくべき、県民の財産とすべ

きというものを選んでいきたいと考えておりま

す。

○緒嶋委員 今後とも、このいろいろな流れの

中では、この人の作品をできるだけ収集したい

という思いがあるということですね。

○四位美術館副館長 はい。宮崎県で生まれた

り、あるいは宮崎県にゆかりのある方、宮崎県

でお過ごしになって、やがて芸術家として、だ

んだんと成功していかれる、基本的には中央の

ほうで活躍しておられる方がほとんどになりま

す。

となると、宮崎県内に在住しながら作品をつ

くっていってということでないとすれば、宮崎

県の作家でありながら、他県の作家でもあると

いうことにもなりかねない。そういう意味にお

いて、この方をぜひ宮崎県の作家だというふう

に確立したいというところがございまして、よ

その県にとられる前に、うちの県でしっかりと

研究させていただきたいということです。

○緒嶋委員 ぜひ、とられないように頑張って

ください。

○髙橋委員 美術品の関係で、９月の決算の委

員会だったと思うんですけれども、緒嶋委員か

ら先ほどのような質疑があって、それこそ四位

美術館副館長が、一期一会を大事に情報収集に

努めたいという、すばらしい答弁をされて。早

速その成果を、きょう報告いただいたわけで、

名前が聞けないのが残念なんですが、また２月

議会を楽しみにしておきます。そこで国内各地

に情報収集に行かれたわけでしょうけれど、何

カ所ぐらい行かれたものなんですか。

○四位美術館副館長 基本的に、美術商がたく

さんいらっしゃる場所は、やはり東京になりま

すけれども、関東周辺を中心に、あるいは中京

地方とかにも実績のある美術商の方はいらっ

しゃいますので、都会になってまいりますが、

そういったところで収集させていただいて、場

所といいますか、場所とすると２地域ぐらいと

いう形になりますけれども、その中で何件か美

術商の方、あるいは美術関係者の方に当たらせ

ていただいております。

○髙橋委員 国内各地というふうに書いてあっ

たもんですから、全国、北から南まで行かれた

のかなと思って質問しました。東京を中心に、

多分いいものは集中しているんだろうなってい

う想像はつきますが、ここにはやっぱり旅費と

いうものが裏にないといけませんから、そういっ

たところをしっかり遠慮なさらずに、情報収集

のために全国各地を飛び回って、一期一会を大

事に収集いただきたいと思います。

○渡辺委員長 報告事項につきましては、よろ

しいですか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○渡辺委員長 それでは、その他で何かござい

ますでしょうか。

○日髙副委員長 ちょっと先ほどの確認なんで
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すけれども、中野委員のほうから話がありまし

た７ページなんですが。先ほどの結果の報告な

んですが、各学校は自分たちのレベルとかいう

のは、全部把握できる結果が報告されるという

ことなんですよね。

○金子学校支援監 各学校の結果をそれぞれと

いうことで、把握できます。

○日髙副委員長 その伸び率が高かった学校で

あったり、成績がトップクラスだった学校だっ

たりっていう、そういう公開は各学校でされて

いるんですか。

○金子学校支援監 順位とか順番みたいなもの

とかの公表はできませんので、そういったもの

はしておりませんが、自分のところの県の平均

とか全国の平均─今回は県の平均だけですけ

れど、それとの差とかで、おおよそわかります

し、校長のほうはいろんな情報を得て、おおよ

そのところは理解しているんではないかと思い

ます。

○日髙副委員長 せっかく、こういう調査をさ

れてるんで、やっぱり先生方の士気が高まるよ

うな結果をしっかり出していただきたいなとい

うのがあるんです。

例えば、本当に伸び率が高かった学校は、オ

ープンにして１年に１回表彰されるとか、それ

ぐらいのことをされると先生たちの士気も高

まっていくんではないかなと思うので、もし可

能であればお願いいたします。

○金子学校支援監 今回の結果もそうなんです

が、前回の結果と比較しまして、やはり向上し

ているところがあります。そういったところに

ついては、そういったデータをきちっと伝えま

して、先生方の、先ほどおっしゃいましたやる

気というか意欲を高めている状況にあります。

○日髙副委員長 わかりました。ありがとうご

ざいます。

○渡辺委員長 その他、ありますか。よろしい

ですか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○渡辺委員長 それでは、以上をもって教育委

員会を終了いたします。

暫時休憩いたします。

午前11時39分休憩

午前11時41分再開

○渡辺委員長 それでは、委員会を再開します。

その他、何かありませんでしょうか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○渡辺委員長 では、何もないようですので、

以上で委員会を終了いたします。

午前11時41分閉会


